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 （百万円未満切捨て） 

１．2022年１月期中間期の運用、資産の状況（2021年２月１日～2021年７月31日） 

（１）運用状況 （％表示は対前年中間期増減率）  

 営業収益 営業利益 経常利益 中間純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2021年７月中間期 244 - 119 - △204 - △204 - 

 

 
１口当たり 

中間純利益 

 円 

2021年７月中間期 △4,346 
（注１）東海道リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）における2021年７月中間期の計算期間は2021年２月１日から2021年７月31

日までの181日間ですが、実質的な資産運用期間の日数は、2021年３月30日付で取得した１物件（丸の内エンブルコート）以外の新規物

件の取得日である2021年６月23日から2021年７月31日までの39日間となります。 

（注２）１口当たり中間純利益は、中間純利益を日数加重平均投資口数（47,136口）で除することにより算定しています。 

（注３）営業収益、営業利益、経常利益及び中間純利益における％表示は対前年中間期増減率ですが、当中間期は第１期であるため該当はあり

ません。 

（注４）当中間計算期間において、新投資口の発行及び投資口の上場に係る費用等計249百万円を一括費用計上したため、経常損失は204百万

円、中間純損失は204百万円となっています。 

 

（２）財政状態   
 総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 

2021年７月中間期 33,349 16,823 50.4 95,156 

 

（３）キャッシュ・フローの状況   

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2021年７月中間期 △431 △30,641 32,378 1,305 

  



 

２．2022年１月期（2021年２月１日～2022年１月31日）及び2022年７月期（2022年２月１日～2022年７月31日）の運用状

況の予想 

 （％表示は対前期増減率） 
 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

１口当たり 

分配金 

（利益超過分配

金は含まない） 

１口当たり 

利益超過 

分配金 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 

2022年１月期 1,362 - 852 - 381 - 381 - 2,150 - 

2022年７月期 1,101 △19.2 626 △26.5 564 48.0 564 48.0 3,186 - 

（参考）１口当たり予想当期純利益（予想当期純利益÷予想期末発行済投資口の総口数） 

（2022年１月期）2,150円 （2022年７月期）3,186円 
（注１） １口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、2022年１月期の予想期末発行済投資口の総口数176,800口により算出していま

す。 

（注２） 営業収益、営業利益、経常利益及び当期純利益における％表示は対前期増減率ですが、2022年１月期は第１期であるため該当はありま

せん。 

 

※ その他 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更               ：無 

③ 会計上の見積りの変更                 ：無 

④ 修正再表示                           ：無 

 

（２）発行済投資口の総口数 

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 

2021年７月中間期 176,800 口 

 

② 期末自己投資口数 

2021年７月中間期 0 口 

（注）１口当たり中間純利益の算定の基礎となる投資口数については、17ページ「１口当たり情報に関する注記」をご覧ください。 

 

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。 

 

※ 特記事項 

本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま

す。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。運用状況の予想の前提となる仮定及び運用状況の予

想のご利用にあたっての注意事項等については、６ページ「2022年１月期（2021年２月１日～2022年１月31日）及び

2022年７月期（2022年２月１日～2022年７月31日）の運用状況の予想の前提条件」をご覧ください。 

本投資法人の第１期営業期間は、2021年２月１日～2022年１月31日までですが、当該営業期間が９か月を超えること

から中間決算を行うものです。また、今後の本投資法人の決算期は１月末日及び７月末日となります。 

 

  


